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平 成 ２ １ 年 度 予 算 に つ い て  

 

Ⅰ 予算編成方針 

我が国の経済は、１００年に一度と言われる世界的な経済金融危機の影響を受け、企

業収益の大幅な減少や雇用情勢の急速な悪化に直面しており、本市においても、法人市

民税をはじめとした市税の大幅な減収は避けられず、これまで以上に厳しい財政運営を

強いられることとなります。 

しかしながら、このような状況にある今こそ、市民生活の不安を解消し、地域雇用の

維持を図るための生活対策に積極的に取り組むとともに、将来の活力あるまちづくりに

つながる事業を着実に実施していくことが、行政の責務であると考えています。 

また、本市が抱える様々な政策課題に対しても、「市民本位の市政」を基本理念とし

て、限られた財源の中でより効率的で質の高い施策展開が図れるよう、事業内容、実施

手法及び事業成果について、市民を起点とし、将来を見据えた上で今一度の精査や見直

しを行う必要があります。 

平成２１年度の予算編成にあたりましては、財政規律を堅持し、財政の健全性を確保

するために最大限の努力を傾注しつつ、「市民が幸せで元気なまちづくり」を実現する

ため、既存の慣習にとらわれず、創意工夫を凝らしていくことに留意したところです。 

 

Ⅱ 予算の概要 

今年度のキーワードを「元気・再生！下関」とし、市民が元気で将来に希望の持てる、

活力のあるまちづくりにつなげるための諸施策を積極的に展開することといたしまし

た。 

まず、都市づくりでは、「下関駅にぎわいプロジェクト」を推進し、本市の玄関口で

ある下関駅周辺の整備を官民連携により進め、にぎわいの創出を図ってまいります。 

産業振興では、地産地消を推進するため「地産地消フェスタ in しものせき」の開催、

「少量多品目産地育成事業」による基盤整備の支援を行い、地域振興の核となる豊北地

区集客施設の整備を進めます。また、「ふるさと雇用再生事業」と「緊急雇用創出事業」

による地域雇用の確保に努めるとともに、中小企業等制度融資の拡充とプレミア付き商

品券発行に対する支援を行い、活力ある地域づくりを目指します。 

保健では、妊婦健康診査の公費負担回数の拡充や 1 か月児健康診査の公費負担の実施

など母子保健の充実を図り、教育では、児童生徒の学力向上に取り組むほか、学校施設

の耐震化を積極的に推進し、安全で安心できる教育環境の充実を図ります。文化では「田

中絹代生誕１００周年記念事業」を開催し、国際交流では、中国青島市との友好都市締

結３０周年記念行事を開催することにより多彩な市民交流施策を推進してまいります。 

さらに、協働のまちづくりとして、下関市定住自立圏構想を推進し、圏域全体の魅力

を向上させ、均衡ある発展を目指すとともに、タウンミーティングを開催し、市民の声

を反映させた市政運営を行ってまいります。 

具体的には、下関市総合計画に定めた次の７つの施策の柱のもと、諸施策を推進する

ため所要の措置を講じました。 
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○ 情報があふれ、活動しやすい便利なまち

＊ 菊川バスターミナル事業

＊ 下関駅にぎわいプロジェクト、鉄道駅移動円滑化施設整備（下関駅、小月駅）

＊ 地域情報通信基盤格差対策（角島）

○ 人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち

＊ 海ごみサミット開催

＊ 新型インフルエンザ感染防止資器材整備

＊ 消防庁舎等整備検討業務

＊ 同報系防災行政無線整備

＊ 消費者行政活性化事業

○ 将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち

＊ 畜産基盤再編総合整備事業

＊ 有害獣肉有効活用推進業務

＊ 「地産地消フェスタinしものせき」開催

＊ 少量多品目産地育成事業

＊ 小売商業消費拡大支援事業、商店街活性化戦略支援事業

＊ 中小企業等制度融資の拡充、中心市街地活性化チャレンジ資金融資

＊ 大規模工業団地調査

＊ 下関地域鉄道貨物需要予測調査

＊ ふるさと雇用再生、緊急雇用創出事業

○ 観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち

＊ 豊北地区集客施設建設事業

＊ 下関･長門･美祢広域観光推進

＊ 下関市・青島市友好都市締結３０周年記念事業

○ 誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち

＊ 1か月児健康診査の公費負担の実施、妊婦健康診査臨時特例事業

＊ AEDの整備（幼稚園、保育園）

＊ 災害時要援護者支援

＊ 老人休養施設整備事業

＊ 医療費助成臨時特例事業（重度心身障害者、乳幼児、母子及び父子家庭）

＊ 児童クラブ専用保育室整備、児童クラブ環境整備費補助

○ 地域の特色を活かしたまなびのまち

＊ 学力向上推進事業、学校安全推進事業

＊ 新学科設立に伴う施設整備事業（市立大学）

＊ 菊川プール施設改修、川棚クスの森保護整備事業

＊ エンジン01　2010下関会議開催、田中絹代生誕100周年記念事業

＊ 博物館整備事業

○ 市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち

＊ 証明書自動交付機システム改修

＊ タウンミーティング実施、下関市総合計画後期基本計画策定

＊ 定住自立圏構想推進

＊ 庁舎整備検討業務

- 2 -



・国  の  予  算 （単位：億円）

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

一  般  会  計 885,480 830,613 54,867 6.6

　うち一般歳出 517,310 472,845 44,465 9.4

　うち公共事業関係費（災害を除く） 66,974 66,625 349 0.5

財 政 投 融 資 計 画 158,632 138,689 19,943 14.4

・地 方 財 政 計 画

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

計    画    額 825,557 834,014 △ 8,457 △ 1.0

　一  般  歳  出 662,186 657,626 4,560 0.7

　　うち投資的経費 単独分 80,808 83,307 △ 2,499 △ 3.0

　地   方   税 361,860 404,703 △ 42,843 △ 10.6

　地 方 譲 与 税 14,618 7,027 7,591 108.0

　地方特例交付金等 4,620 4,735 △ 115 △ 2.4

　地 方 交 付 税 158,202 154,061 4,141 2.7

　地   方   債 118,329 96,055 22,274 23.2

地 方 債 総 額（地 方 債 計 画） 141,844 124,776 17,068 13.7

・地 方 債 計 画

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

計    画    額 141,844 124,776 17,068 13.7

　公　　的　　資　　金 57,670 45,730 11,940 26.1

　　内 訳 ： 財 政 融 資 資 金 39,340 32,400 6,940 21.4

　　　　　   地方公共団体金融機構資金 18,330 13,330 5,000 37.5

　民  間  等  資  金 84,174 79,046 5,128 6.5

　　内 訳 ： 市 場 公 募 36,700 34,000 2,700 7.9

　　　　　   銀 行 等 引 受 47,474 45,046 2,428 5.4

国　の　予　算　等

区　　　分

区　　　分

区　　　分
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・会計別予算規模 (単位：百万円)

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

一　般　会　計 117,205 119,825 △ 2,620 △ 2.2

特　別　会　計 110,083 100,382 9,701 9.7

　　　計 227,288 220,207 7,081 3.2

企　業　会　計 38,250 41,360 △ 3,110 △ 7.5

・歳入歳出の状況（一般会計）　

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

市　　　　税 34,461 36,039 △ 1,578 △ 4.4

　 うち市民税 15,310 16,785 △ 1,475 △ 8.8

　 うち固定資産税 15,387 15,318 69 0.5

国・県支出金 20,891 21,301 △ 410 △ 1.9

市　　　　債 12,904 16,079 △ 3,175 △ 19.7

その他の収入 48,949 46,406 2,543 5.5

歳　　　　入 117,205 119,825 △ 2,620 △ 2.2

平成21年度 平成20年度 増  減  額 増 減 率 ％

人　 件　 費 22,905 22,731 174 0.8

扶　 助　 費 20,991 20,861 130 0.6

投資的経費 14,105 21,955 △ 7,850 △ 35.8

うち普通建設事業 14,100 21,945 △ 7,845 △ 35.7

　　うち補助事業 5,638 10,411 △ 4,773 △ 45.8

　　うち単独事業 8,462 11,534 △ 3,072 △ 26.6

公　 債　 費 13,904 13,804 100 0.7

そ　 の　 他 45,300 40,474 4,826 11.9

歳　　　　出 117,205 119,825 △ 2,620 △ 2.2

・基　金　残　高（定額運用基金を除く）

　  

財政調整基金 減債基金 特定目的の基金 合　　計

9,243 1,469 9,009 19,721

2,200 1,100 788 4,088

807 807

7,043 369 9,028 16,440

・市　債　残　高（一般会計）　

前年度末残高 借 入 額 償 還 額 本年度末残高

市 債 残 高 113,303 12,904 11,781 114,426

81,978 9,246 9,686 81,538

31,325 3,658 2,095 32,888

積 立 額

前年度末

取 崩 額

概　　　　括

区　　分

区　　分

年　　度

区　　分

※　前年度末及び本年度末は見込額

※　前年度末及び本年度末は見込額

本年度末

特 別 債

 

通 常 債
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会 計 別 前 年 度 対 比 表

(単位：千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

市 税 34,460,859 29.4 36,038,801 30.1 △ 1,577,942 △ 4.4

　　　　　うち、市民税 15,310,092 13.1 16,784,546 14.0 △ 1,474,454 △ 8.8

　　　　　うち、固定資産税 15,386,552 13.1 15,317,929 12.8 68,623 0.4

地 方 譲 与 税 939,400 0.8 1,029,787 0.9 △ 90,387 △ 8.8

利 子 割 交 付 金 217,568 0.2 249,392 0.2 △ 31,824 △ 12.8

配 当 割 交 付 金 58,970 0.0 230,977 0.2 △ 172,007 △ 74.5

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 24,510 0.0 141,970 0.1 △ 117,460 △ 82.7

地 方 消 費 税 交 付 金 2,415,163 2.1 2,691,456 2.2 △ 276,293 △ 10.3

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 63,372 0.1 61,652 0.1 1,720 2.8

自 動 車 取 得 税 交 付 金 310,571 0.3 534,453 0.4 △ 223,882 △ 41.9

国有提供施設等所在市助成交付金 89,277 0.1 92,581 0.1 △ 3,304 △ 3.6

地 方 特 例 交 付 金 338,594 0.3 328,682 0.3 9,912 3.0

地 方 交 付 税 25,050,000 21.4 24,900,000 20.8 150,000 0.6

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 60,000 0.0 60,000 0.0 0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 1,263,283 1.1 1,615,848 1.3 △ 352,565 △ 21.8

使 用 料 及 び 手 数 料 4,062,312 3.5 3,966,565 3.3 95,747 2.4

国 庫 支 出 金 14,353,003 12.2 14,958,120 12.5 △ 605,117 △ 4.0

県 支 出 金 6,538,478 5.6 6,343,014 5.3 195,464 3.1

財 産 収 入 609,284 0.5 431,469 0.4 177,815 41.2

寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

繰 入 金 4,097,800 3.5 3,341,000 2.8 756,800 22.7

繰 越 金 400,000 0.3 400,000 0.3 0 0.0

諸 収 入 8,948,655 7.6 6,330,232 5.3 2,618,423 41.4

市 債 12,903,900 11.0 16,079,000 13.4 △ 3,175,100 △ 19.7

議 会 費 618,505 0.5 618,164 0.5 341 0.1

総 務 費 10,364,474 8.8 9,564,858 8.0 799,616 8.4

民 生 費 35,744,888 30.5 35,899,026 30.0 △ 154,138 △ 0.4

衛 生 費 9,557,416 8.2 10,480,726 8.7 △ 923,310 △ 8.8

労 働 費 520,209 0.4 232,296 0.2 287,913 123.9

農 林 水 産 業 費 4,624,495 3.9 5,187,808 4.3 △ 563,313 △ 10.9

商 工 費 9,424,795 8.0 8,115,619 6.8 1,309,176 16.1

土 木 費 15,917,793 13.6 16,685,508 13.9 △ 767,715 △ 4.6

消 防 費 3,238,605 2.8 3,295,759 2.8 △ 57,154 △ 1.7

教 育 費 13,183,930 11.3 15,831,297 13.2 △ 2,647,367 △ 16.7

災 害 復 旧 費 5,000 0.0 9,491 0.0 △ 4,491 △ 47.3

公 債 費 13,904,890 11.9 13,804,448 11.5 100,442 0.7

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

  一 般 会 計 　　 計 117,205,000 100.0 119,825,000 100.0 △ 2,620,000 △ 2.2

比　　  較

一
 
般
 
会
 
計
 
・
 
歳
 
出

会　計 ・ 款　別

平 成 ２１ 年 度 平 成 ２０ 年 度

一
 
 
般
 
 
会
 
 
計
 
・
 
歳
 
 
入
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(単位：千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

港 湾 会 計 5,353,395 4.9 9,383,138 9.3 △ 4,029,743 △ 42.9

臨 海 土 地 造 成 事 業 会 計 235,734 0.2 0.0 235,734 皆増

渡 船 会 計 156,495 0.1 165,411 0.2 △ 8,916 △ 5.4

市 場 会 計 890,725 0.8 882,054 0.9 8,671 1.0

競 艇 事 業 会 計 42,673,035 38.8 27,241,210 27.1 15,431,825 56.6

国 民 健 康 保 険 会 計 31,163,680 28.3 31,317,282 31.2 △ 153,602 △ 0.5

土 地 取 得 会 計 2,106,744 1.9 171,887 0.2 1,934,857 1,125.7

老 人 保 健 会 計 158,796 0.2 3,821,131 3.8 △ 3,662,335 △ 95.8

観 光 施 設 事 業 会 計 487,561 0.4 714,523 0.7 △ 226,962 △ 31.8

駐 車 場 事 業 会 計 356,349 0.3 355,336 0.4 1,013 0.3

漁業集落環境整備事業会計 16,867 0.0 16,699 0.0 168 1.0
介 護 保 険 会 計

(介護保険事業勘定) 21,728,576 19.7 21,214,028 21.1 514,548 2.4
介 護 保 険 会 計

(介護サービス事業勘定) 69,565 0.1 60,000 0.1 9,565 15.9

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 664,002 0.6 904,701 0.9 △ 240,699 △ 26.6

母子寡婦福祉資金貸付事業会計 76,855 0.1 82,400 0.1 △ 5,545 △ 6.7

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 3,944,621 3.6 4,052,200 4.0 △ 107,579 △ 2.7

　特　別　会　計　　　計 110,083,000 100.0 100,382,000 100.0 9,701,000 9.7

　総　　　　　　　　　計 227,288,000 220,207,000 7,081,000 3.2

水 道 事 業 会 計 9,994,859 26.1 11,709,892 28.3 △ 1,715,033 △ 14.6

工 業 用 水 道 事 業 会 計 317,888 0.8 312,372 0.8 5,516 1.8

公 共 下 水 道 事 業 会 計 14,943,103 39.1 15,893,303 38.4 △ 950,200 △ 6.0

病 院 事 業 会 計 12,994,640 34.0 13,444,396 32.5 △ 449,756 △ 3.3

　企　業　会　計　　　計 38,250,490 100.0 41,359,963 100.0 △ 3,109,473 △ 7.5

企
業
会
計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

平 成 ２１ 年 度 平 成 ２０ 年 度 比　　  較

会　計 ・ 款　別
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性質別経費前年度対比表（一般会計）

 (単位：千円)

区　　　　　分 予  算  額 構成比  予  算  額 構成比 差引増減額 増減率 備      考

 (A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

 人      件      費 22,904,538 19.5 22,730,716 19.0 173,822 0.8

 扶      助      費 20,991,230 17.9 20,861,105 17.4 130,125 0.6

 公      債      費 13,904,090 11.9 13,803,648 11.5 100,442 0.7

小　　　計 57,799,858 49.3 57,395,469 47.9 404,389 0.7

 物　 　 件　　　費 13,719,289 11.7 12,373,620 10.3 1,345,669 10.9

 維  持  補  修  費 1,617,398 1.4 1,725,822 1.5 △ 108,424 △ 6.3

 補   助   費    等 11,981,740 10.2 11,898,016 9.9 83,724 0.7

 建 　普通建設事業費 14,099,585 12.0 21,945,168 18.3 △ 7,845,583 △ 35.8  

　補　　　助 5,637,780 4.8 10,411,087 8.7 △ 4,773,307 △ 45.8  

 設 　単　　　独 8,461,805 7.2 11,534,081 9.6 △ 3,072,276 △ 26.6  

　災 害 復 旧 費 5,000 0.0 9,491 0.0 △ 4,491 △ 47.3

 事 　補　　　助 0.0 4,491 0.0 △ 4,491 皆減

　単　　　独 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

 業   失業対策事業費

　補　　　助

 費 　単　　　独

     計 14,104,585 12.0 21,954,659 18.3 △ 7,850,074 △ 35.8

 積      立      金 807,088 0.7 10,238 0.0 796,850 7,783.3

 投 資 及び 出 資 金 244,602 0.2 242,015 0.2 2,587 1.1

 貸      付      金 7,001,492 6.0 4,166,729 3.5 2,834,763 68.0

 繰      出      金 9,828,948 8.4 9,958,432 8.3 △ 129,484 △ 1.3

 前 年 度 繰上充用金

 予      備      費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 117,205,000 100.0 119,825,000 100.0 △ 2,620,000 △ 2.2

比　　　　較平 成 ２０ 年 度平 成 ２１ 年 度
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※平成16年度予算額には、借換債・合併関連経費（約74.4億円）を含む。

※平成16年度までの当初予算規模は、旧１市４町の額及び合計額

当初予算規模の推移（一般会計）

958
897 904 895

962

234
230 235 255

268

1,192 1,127 1,139 1,150 1,230 1,142 1,140

1,097

1,198

1,172

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H12 H13 H14 H15 ※H16 H17 H18 H19 H20 H21

億円

旧下関市 旧４町 新市 計

歳入の状況（一般会計）

市税
344.6億円
29.4%

地方譲与税・交付金
41.8億円
3.6%地方交付税

地方特例交付金
253.9億円
21.7%

国・県支出金
208.9億円
17.8%

繰入金
41.0億円
3.5%

市債
129.0億円
11.0%

その他の収入
152.8億円
13.0%
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歳出の状況（一般会計・目的別）

議会費
6.2億円

0.5% 総務費
103.6億円

8.8%

民生費
357.4億円

30.5%

衛生費
95.6億円

8.2%
労働費
5.2億円

0.4%
農林水産業費

46.2億円
3.9%

商工費
94.2億円

8.0%

土木費
159.2億円

13.6%

消防費
32.4億円

2.8%

教育費
131.8億円

11.3%

災害復旧費
0.1億円

0.0%

公債費
139.1億円

11.9%

予備費
1.0億円

0.1%

歳出の状況（一般会計・性質別）

人件費, 229.0億円,
19.5%

扶助費, 209.9億円
17.9%公債費, 139.0億円,

11.9%物件費, 137.2億円,
11.7%

維持補修費
16.2億円

1.4%

補助費等, 119.8億円,
10.2%

普通建設
補助）, 56.4億円,

4.8%

普通建設
独）, 84.6億円,

7.2%

復旧費, 0.1億円,
0.0%積立金, 8.1億円, 0.7%

投資及び出資金, 2.4
億円, 0.2%

貸付金
70.0億円

6.0%

繰出金, 98.3億円,
8.4%

予備費
1.0億円

0.1%
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※平成19年度までは決算積立後の額、20・21年度は見込額

※平成15年度は、旧１市４町の基金別残高及び合計額

※平成19年度までは決算額、20・21年度は見込額

※平成15年度は、旧１市４町及び旧広域消防の合算額

※特別債は、減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債・特定資金公共事業債の計

基金残高の推移 (定額運用基金を除く)

97.5 94.5
105.3 110.9 114.0

92.4
70.4

45.4
36.3

36.3
36.3 26.0

14.7

3.7

95.9
84.9

85.2
85.3

90.1

90.3

84.8

226.5
232.4

225.3

164.4

238.8

215.6

197.2

0

50

100

150

200

250

H15
(参考)

H16 H17 H18 H19 H20 H21

億円 財調 減債 特目

市債残高の推移（一般会計）

940 910
876 869

836 820 815

239 257 282 298 307 313 329

1,179 1,167 1,158 1,167
1,133 1,1441,143

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H15
(参考)

H16 H17 H18 H19 H20 H21

億円

通常債 特別債 市債　計
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年度 経常収支比率（県内１４市平均）類似団体

４年度 75.4 76.0 69.7
５年度 79.2 79.3 72.8
６年度 86.9 85.2 77.4
７年度 87.2 86.0 77.4
８年度 87.7 88.1
９年度 90.9 88.5
１０年度 87.3 88.4
１１年度 87.1 87.2
１２年度 92.0
１３年度 91.6

※　平成１９年度までは決算による。２０・２１年度は当初予算に基づき算出

※　各年度の指数は、臨時財政対策債及び減税補てん債等を経常一般財源に加えた場合の数値

　

 

 

※　平成１９年度までは決算による。２０・２１年度は当初予算に基づき算出

※　平成１９年度までは３ｹ年平均数値。２０・２１年度は単年度数値

経常収支比率の推移

90.1
89.6

90.9

94.3

94.4

98.1

93.3

91.7 91.8 94.3

80.0

82.5

85.0

87.5

90.0

92.5

95.0

97.5

100.0

H16 H17 H18 H19 H20 H21

経常収支比率（本市） 経常収支比率（県内１３市)

実質公債費比率の推移

9.6

14.8
13.9

14.3

11.3

12.8

18.2 18.4

9.5

10.0

10.5

11.0

11.5

12.0

12.5

13.0
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14.0

14.5

15.0

15.5

16.0
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実質公債費比率（本市） 実質公債費比率（県内１３市）
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施     策     の     概     要 
 

１ 情 報 があふれ、活 動 しやすい便 利 なまち (3)国際交流 の促進                     Ｐ 32

(1)道路の整備                       Ｐ 13  

(2)公共交通 の整備                   Ｐ 14 ５ 誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち 

(3)市街地の整備                     Ｐ 15 (1)保健・医療の充実                    Ｐ 33

(4)公園・緑地の整備                  Ｐ 16 (2)国民健康 保険事 業の充実             Ｐ 34

(5)情報・通信の整備                  Ｐ 17 (3)地域福祉 の充実                     Ｐ 35

(6)港湾の整備                       Ｐ 17 (4)高齢者福 祉の充実                   Ｐ 35

 (5)障害者福 祉の充実                   Ｐ 37

２ 人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち (6)児童福祉 の充実                     Ｐ 37

(1)自然環境 の保全                   Ｐ 18 (7)母子・父子福祉の充 実                Ｐ 39

(2)河川・海岸環境の整 備              Ｐ 18 (8)低所得者 福祉の充実                  Ｐ 39

(3)森林の維持と活用              Ｐ 19 (9)介護保険 事業の充実                 Ｐ 40

(4)上水道の整備                     Ｐ 19  

(5)下水道の整備                     Ｐ 20 ６ 地 域 の特 色 を活 かしたまなびのまち 

(6)住環境の整備                     Ｐ 20 (1)生涯学習 の推進                     Ｐ 41

(7)衛生環境 の整備                   Ｐ 21 (2)学校教育 の充実                     Ｐ 41

(8)生活安全 の推進                   Ｐ 22 (3)文化・スポーツの振興                 Ｐ 43

 (4)国際化への対応                     Ｐ 44 

３ 将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち  

(1)農林水産 業の振興                 Ｐ 23 ７ 市 民 も企 業 も行 政 もみんなで担 える元 気 なまち 

(2)商工業の振興                     Ｐ 26 (1)開かれた行政への取組                Ｐ 45

(3)就業支援 策の強化                 Ｐ 28 (2)市民活動 支援の推進                  Ｐ 45

(4)貿易の振興                       Ｐ 29 (3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化      Ｐ 46

 (4)人権教育 ・啓発活動 の充実            Ｐ 46

４ 観 光 や交 流 から生 まれる多 彩 で魅 力 あるまち (5)男女共同 参画の推進                  Ｐ 46

(1)観光・レクリエーションの振興         Ｐ 30  

(2)連携・交流の促進                  Ｐ 31  



 

平成２１年度  施  策  の  概  要 
 

        まちづくりの基本理念 

自然と歴史と人が織りなす交流都市 

～自然と人、人と人、ふれあいで輝く 

                共創のまちづくりを目指して～ 

 

 

１．情報があふれ、活動しやすい便利なまち（都市基盤） 
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項        目 予算額（千円）

 

(1)道路の整備 

ｱ)緊急地方道路整備事業 

・有冨延行線(建物調査、橋梁上部工、用地買収ほか) 

新   ・長府扇町 1 号線(舗装工) 

・宮の前線(水路工) 

・本村町 9 号線外 1 線(道路改良) 

・印内才川線外 5 線(用地買収、工事委託、建物等補償) 

・一の瀬線(橋梁上部・下部工ほか) 

・川棚小串海岸線(実施設計、用地買収) 

・波原神田口線(道路改良、用地買収、立木補償ほか) 

・五千原杣地線(道路改良、建物等補償) 

・阿川田耕線(道路改良、用地買収ほか) 

・小迫高塚線(護岸工、護床工) 

 

ｲ)特定交通安全施設等整備事業 

・壇の浦高尾線(あんしん歩行ｴﾘｱ～歩道整備) 

・惣社安養寺線外 2 線(あんしん歩行ｴﾘｱ～歩道整備) 

・一の宮住吉 5 号線(通学路保全ｴﾘｱ～歩道整備ほか) 

新   ・勝山秋根 6 号線(通学路保全ｴﾘｱ～測量設計) 

新   ・茶山竹崎線(交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ～測量設計) 

新   ・秋根南町 1 号線外 1 線(交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ～測量設計ほか) 

・荒小田沖台線外 5 線(交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ～ｶﾗｰ舗装ほか) 

新   ・丸山線外 2 線(自転車通行環境整備～ｶﾗｰ舗装ほか) 

 

1,455,752

505,000
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項        目 予算額（千円）

 

ｳ)街路改良事業 

・本村西山線(道路改良、用地買収、工作物補償ほか) 

・松原長府駅前線(道路改良、電線共同溝布設ほか) 

・武久幡生本町線(道路改良、用地買収、建物等補償ほか) 

・竹崎園田線(整備計画策定調査) 

・勝谷形山線(測量設計、詳細設計、地質調査) 

 

ｴ)橋りょう維持 

・市道橋橋梁点検調査 

 

ｵ)下関北バイパス用地先行取得事業 

 

ｶ)国道等整備促進 

下関市一般国道建設整備促進期成同盟協議会 

山口県山陰自動車道長門・下関建設促進期成同盟会 

 

 

(2)公共交通の整備 

ｱ)バス交通 

・生活バス試行運行 

 運行形態の異なる生活バスの制度を見直し、統一的制度を 

構築して効率的な路線の維持確保を図る。 

新   ・生活バス車両購入（豊田・豊北） 

新   ・菊川バスターミナル事業 

 菊川町交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ基本構想における「公共交通特定事業 

       計画」を策定するとともに、ﾀｰﾐﾅﾙ予定地の測量等を行う。 

 

ｲ)鉄道交通 

新   ・鉄道駅移動円滑化施設整備(下関駅、小月駅) 

 利用者である地域住民(特に高齢者)の利便性と安全性の向上 

       による公共福祉の増進を図るため、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化を実施 

 

 

 

319,000

2,100

328,000

2,283

141,838

8,557

9,158

226,400
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項        目 予算額（千円）

 

ｳ)海上交通 

離島航路（六連島航路・蓋井島航路） 

 

 

(3)市街地の整備 

ｱ)市街地整備の推進 

・中心市街地活性化総合支援事業 

中心市街地活性化協議会運営支援 

歩行者通行量等調査 

  

新    ・都市計画区域指定検討調査 

 都市計画区域再編の検討 

新   ・用途地域見直し検討調査 

新   ・駐車場利用円滑化計画策定 

中心市街地の移動性・回遊性向上に向けた検討 

 

・市街地整備基礎調査 

・地籍調査の推進(下関・菊川・豊田・豊北地域) 

・「サイクルタウン下関構想」推進 

ツール・ド・しものせき開催 

 

新   ・下関駅にぎわいプロジェクト 

 下関駅周辺を賑わいと魅力ある空間にするため、集客施設、 

 立体駐車場、交通ﾀｰﾐﾅﾙ及び周辺整備を実施 

新   ・国際ターミナル改修 

ﾎﾟｽﾀｰｺｰﾅｰ、催事ｽﾍﾟｰｽ、喫煙室等の整備 

 

ｲ)土地区画整理の推進 

・川中土地区画整理事業 

施行面積 7.8ha、都市計画道路・長府綾羅木線 L=669m 

下関駅福江線 L=191m 

 

 

 

156,495

3,200

147,262

5,069

197,493

20,000

1,440,507
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項        目 予算額（千円）

 

(4)公園・緑地の整備 

新   ・乃木浜総合公園（2 期）整備(用地買収、測量、実施設計ほか) 

・勝山地区公園整備(敷地造成、園路広場、植栽ほか) 

・武久 2 号公園整備(敷地造成、遊戯施設ほか) 

・老の山公園再整備(遊戯施設、植栽) 

新   ・長府運動場整備(測量、設計) 

新   ・乃木浜総合公園整備(施設改修（国体関連）) 

・体験型栽培緑化施設整備（社会実験調査） 

・街区公園整備 

・屋上等緑化推進事業 

・街路樹環境対策推進業務 

 街路樹環境の保全と歩行者の安全確保のため、高齢木を 

植え替える。 

・緑のリサイクル推進事業 

 公園・街路樹の剪定等により生じた枝葉をﾁｯﾌﾟ化し再利用 

することでｺﾞﾐを減量化し、CO2 の削減や有機物のﾘｻｲｸﾙの 

促進を図る。 

・まちなか緑化推進事業 

 密集住宅市街地における快適な生活環境の確保や、防災防犯 

の観点から、活用可能な土地を寄付する者に対し建物等の 

撤去費を補助し、広場や緑地として整備する。 

新   ・バリアフリー推進業務（公園安全安心緊急対策） 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化推進のため、都市公園のﾄｲﾚをﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応 

水洗ﾄｲﾚに改修する。 

新   ・公園施設緊急安全対策業務（ 同上 ） 

 安全で快適な公園環境の維持のため、老朽化した遊具等の 

 公園施設の撤去や照明設備の設置、間伐や補植を実施。 

併せて既存ｽﾄｯｸの有効活用のため、公園施設長寿命化計画 

を策定する。 

新   ・いきいきシルバー・キッズ公園事業（ 同上 ） 

 少子高齢化を背景とした社会ﾆｰｽﾞの変化に対応する公園遊 

器具の更新を、地域住民の希望を取り入れ実施する。 

 

 

400,000

50,000

40,000

125,700

4,000

6,139

1,500

18,000

1,000

8,000

35,000

8,000

40,000

27,000

6,000
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項        目 予算額（千円）

 

(5)情報・通信の整備 

ｱ)地域情報化の推進 

・地域情報通信基盤格差対策 

新       条件不利地等によりﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽが提供されていな 

        い地域について初期投資経費助成を行い、民間事業者の 

進出を促す。（角島地区） 

新   ・辺地共聴施設デジタル対応化対策 

地上デジタル放送難視聴地域のテレビ共聴施設のデジタル 

対応化改修に対する支援を行う。（30 施設） 

 

(6)港湾の整備 

ｱ)新港地区整備事業推進 

・新港地区ホームページ更新、土地登記業務ほか  

・環境監視 

・廃棄物処理場管理事業 

 

ｲ)新港地区整備事業 

・護岸、泊地 

・ふ頭用地 

 

ｳ)本港地区整備事業 

・道路、岸壁 

 

ｴ)長府地区整備事業 

・航路、道路、岸壁 

・ふ頭用地 

 

ｵ)福浦地区整備事業 

・道路 

ｶ)特牛港湾整備事業 

・単独 

ｷ)粟野港湾整備事業 

・単独 

 

20,000

49,500

375,595

507,500

84,000

65,600

42,300

1,200

1,600



 

２．人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち(自然環境・生活環境) 

 

項        目 予算額（千円）

 

(1)自然環境の保全 

ｱ)環境保全の意識向上 

・環境教育推進 

環境教室、水辺の教室、親子自然教室、環境リーダー養成 

・「 美化
ぴ か

美化
ぴ か

大作戦」 

・ボランティア清掃ごみ収集 

・海岸漂着物等収集運搬（下関、豊浦、豊北地区） 

・海岸漂着ごみ実態調査 

長門市と連携し、近年増加している海岸漂着ごみ対策に 

ついて検討するための実態調査 

    ・地球温暖化対策 

市域における温室効果ガスの削減に向け、具体的な対策を 

実践する。「緑のｶｰﾃﾝ製作教室」、「ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ」等 

    ・路上喫煙等禁止 

路上での喫煙等禁止地区において、ﾊﾟﾄﾛｰﾙによる監視を 

実施(周知・普及啓発経費等) 

新    ・海ごみサミット 

海ごみに苦慮している地方自治体の首長や市民団体等が 

解決に向けての提言を行うとともにエコツアー等により 

相互交流を図る。 

 

(2)河川・海岸環境の整備 

ｱ)河川環境の整備 

・普通河川新設改良事業 

・都市基盤河川改修事業(砂子多川) 

・水路改良事業 

・浸水対策事業(川中、長府駅周辺地区) 

浸水被害を軽減するため、河川・水路の整備と合わせ、 

雨水流出抑制施設等、総合的な浸水対策を行う。 

 

 

405

1,528

5,218

1,200

247

2,271

9,823

1,900

43,682

30,000

51,280

190,300
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項        目 予算額（千円）

 

・総合流域防災事業 

 浸水想定地域の住民の防災意識啓発を図り、災害時の迅速 

な避難行動を支援～洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成(神田川･川棚川) 

 

ｲ)海岸環境の整備 

・海岸保全施設整備事業 

山陽地区(堤防)、 小串地区(潜堤、海岸侵食) 

角島地区(局改) 

・下関港海岸直轄事業 

新   ・海岸高潮ハザードマップ作成 

壇之浦～神田川 

新   ・松谷海岸環境整備事業 

 

(3)森林の維持と活用 

ｱ)森林の活用 

・民有林振興業務 

・市有林造林事業 

・市行造林事業 

・小規模林道事業(赤水支線開設) 

・普通林道開設･舗装事業(白滝線) 

 

(4)上水道の整備 

ｱ)上水道施設の整備 

・水道施設整備事業の推進 

長府浄水場排水処理施設整備工事、新椋野配水場機械 

設備・電気計装設備工事等 

ｲ)豊浦地区施設整備 

・原水施設の整備 

ｳ)配水施設整備 

・老朽配水管(ﾋﾞﾆﾙ管等)の更新等 

・漏水防止対策強化 

ｴ)水質管理体制の強化 

・高度浄水施設整備 

古崎配水池内浄水施設新設工事、歌野浄水場施設改良工事 

10,000

295,600

230,000

11,121

3,000

24,993

103,274

26,435

10,000

38,000

821,625

5,250

913,417

260,725
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項        目 予算額（千円）

 

・水質検査･監視体制の強化等 

ｵ)危機管理体制の強化 

・施設の保安対策、災害用資材の備蓄等 

(5)下水道の整備 

ｱ)公共下水道の整備 

・管渠布設事業(筋ケ浜、山陰、山陽、川棚･小串) 

・ポンプ場整備事業(筋ケ浜、山陽) 

・処理場整備事業(筋ケ浜、彦島、山陰、山陽) 

・浸水対策事業(筋ケ浜) 

ｲ)農業集落排水施設の整備 

・角島尾山地区農業集落排水施設建設事業 

平成 17～21 年度 計画人口 710 人 計画戸数 185 戸 

管路施設(1,010m)、ﾎﾟﾝﾌﾟ施設ほか 

・機能強化対策事業 

平成 20～22 年度 大野、菊川中央、上田部地区 

処理施設改良、真空弁等更新、ﾎﾟﾝﾌﾟ施設（3 ｶ所）改良 

(6)住環境の整備 

ｱ)住宅の整備 

新   ・旭ヶ丘団地建設事業（第 2 期） 

中層耐火構造 19 戸 平成 21～22 年度 

造成、特殊基礎工事、主体附帯工事 

新   ・新椋野団地建設事業 

中層耐火構造 36 戸 平成 21～22 年度 

建設用地取得、特殊基礎工事、主体附帯工事 

・公営住宅等ストック総合改善事業 

火災警報器設置 

ｲ)都市景観の形成 

・都市景観形成推進事業 

新      景観計画策定 

ｳ)安全な住環境の整備 

・急傾斜地崩壊対策事業 

・小規模治山事業 

豊田地域、豊北地域 

 

21,913

2,298,504

255,664

1,562,508

46,075

79,000

278,477

571,953

(85,891)

(452,842)

(20,502)

9,935

97,800

9,900
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項        目 予算額（千円）

 

・住宅・建築物耐震化促進事業 

木造住宅耐震診断補助 

木造住宅耐震改修補助 

建築物耐震診断補助 

 

(7)衛生環境の整備 

ｱ)環境マネジメントシステム維持管理 

ISO14001 認証継続審査 

 

ｲ)処理環境の充実 

    ・ごみ処理体制統一 

合併によるごみ処理体制の統一を実施 

    ・ごみ処理施設再編整備事業 

ごみ処理体制を統一するために、ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ響を中継基地化 

したことに伴い、既存受入施設の大規模改修等を実施 

新   ・ごみ収集業務民間委託 

効率的かつ安定的な収集体制を推進するため、旧下関地区 

のごみ収集業務の一部を民間委託へ移行 

新   ・容器包装廃棄物削減推進 

地球温暖化防止対策の一環として、市内スーパー等での 

レジ袋無料配布の中止や、食品トレー店頭回収の推進 

・生ごみ堆肥化容器購入費助成 

・資源回収奨励補助 

新   ・奥山工場 220ｔ炉計量システム改修 

適正な計量や料金徴収ができるｼｽﾃﾑを確立し、施設への搬入 

車両の分散化を図り、搬入車への負担軽減を図るもの。 

新   ・次期一般廃棄物 終処分場整備検討 

・終末処理業務 

彦島工場、 豊浦大津環境浄化組合 

ｳ)公衆衛生の充実 

新   ・食の安心・安全推進 

食を巡る社会情勢や市民の食に対する意識の高まりを踏ま 

え、食の安心・安全に向けた取組みの一層の推進を図る。 

 

3,796

2,657

78,569

157,500

80

3,710

34,200

826

816,565

1,683
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項        目 予算額（千円）

 

(8)生活安全の推進 

ｱ)防犯対策 

 

ｲ)消防・防災機能の強化 

・消防車両等整備 

小型動力ポンプ積載車、小型動力ポンプ 

・震災対策 

耐震性貯水槽設置 

新      ・新型インフルエンザ感染防止資器材整備 

新   ・消防庁舎等整備検討業務 

 現消防局・中央消防署の建替えについて調査・検討を実施 

・防災業務 

新      市有建築物耐震化一次診断 

土砂災害ハザードマップ作成 

新      防災メールの運用 

新      同報系防災行政無線整備 

市内への避難勧告等の防災情報の発信ﾂｰﾙ（実施設計） 

 

ｳ)交通安全対策 

 

ｴ)海岸保全対策 

・海岸保全施設整備事業(再掲 P19) 

・下関港海岸直轄事業(再掲 P19) 

・松谷海岸環境整備事業(再掲 P19) 

 

ｵ)消費者支援対策 

・消費生活相談 

新   ・消費者行政活性化事業 

消費生活相談の複雑化・高度化に対応するため、消費生活 

ｾﾝﾀｰの機能強化、消費生活相談員のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ、消費生活問 

題についての普及啓発を行う。（21～23 年度の 3 ヵ年事業） 

・市民相談業務 

一般、特別相談 

 

47,473

12,879

19,368

17,000

800

62,767

(26,914)

(11,024)

(720)

(5,900)

42,839

(295,600)

(230,000)

(3,000)

12,412

4,344

10,690



 

３．将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち（産業振興） 

 

項        目 予算額（千円）

 

(1)農林水産業の振興 

ｱ)農業生産基盤の整備 

・農業生産基盤整備事業 

・広域営農団地農道整備事業(下関･菊川、豊浦･豊北、豊田ﾙｰﾄ) 

・県営農業用河川工作物応急対策事業 

・農村振興総合整備事業(下関南部) 

・中山間総合整備事業(下関北部) 

・新農業水利システム保全対策事業 

    ・農地・水・環境保全向上対策事業 

農業者・地域住民等の組織が実施する農用地等の保全活動 

等の地域共同活動及び先進的な営農活動に対し支援 

新   ・県営湛水防除事業（清末排水機場） 

新   ・基幹水利施設ストックマネジメント事業（内日ダム） 

 

ｲ)畜産生産基盤の支援 

・共進会開催事業費助成 

畜産の生産技術向上に向けた共進会開催に対する補助 

・家畜防疫対策事業費助成 

新   ・畜産基盤再編総合整備事業 

畜産基盤確保のため、飼料畑、放牧地の造成や堆肥舎、 

機械器具の整備に対して助成するもの。 

 

ｳ)林業生産基盤の整備 

・民有林振興業務(再掲 P19) 

・市有林造林事業(再掲 P19) 

・市行造林事業(再掲 P19) 

・小規模林道事業(再掲 P19) 

・普通林道開設･舗装事業(再掲 P19) 

 

 

 

18,000

50,875

4,209

55,062

91,166

8,852

51,409

4,095

21,000

75,928

(1,533)

(1,329)

(66,055)

(24,993)

(103,274)

(26,435)

(10,000)

(38,000)

 - 23 -



 - 24 -

項        目 予算額（千円）

 

ｴ)漁業生産基盤の整備 

・漁業生産基盤整備 

長府地先～ﾀｺ産卵礁投入 

新      藻場・干潟保全活動支援事業（H21～25総事業費23,850千円） 

王司地先～干潟保全 豊浦、豊北地先～藻場保全 

・漁場環境保全創造事業 

下関外海地先～藻場造成 

・下関漁港整備(岸壁改良ほか) 

・漁港浚渫 

・豊浦地区特定漁場整備(ｺﾝｸﾘｰﾄ魚礁) 

・地域水産物供給基盤整備(防波堤、道路、物揚場、ｺﾝｸﾘｰﾄ魚礁) 

蓋井島、和久 

新      ・水産物供給基盤機能保全事業（施設機能保全計画策定） 

豊浦地区 

 

ｵ)流通基盤の整備 

・市場活性化対策業務 

新      ・新下関市場再開 60 周年記念事業 

 

ｶ)多様な担い手の育成、支援 

・農業後継者・女性対策業務(就農円滑化対策) 

・ニューフィッシャー確保育成推進事業 

・外国人漁業研修生受入事業 

・集落農業法人加速的育成総合推進事業 

農業集落法人の設立及び法人への農地集積を促進するため 

の取り組みを支援 

・認定農業者規模拡大促進事業 

新   ・地域担い手育成総合支援事業（耕作放棄地対策） 

近年の耕作放棄地の増加に伴い、優良農地を確保するため、 

耕作放棄地の現状把握及び解消のための計画を策定する。 

 

 

 

 

2,425

(980)

(1,445)

6,000

92,084

7,349

24,000

273,300

20,000

625

400

6,735

2,200

12,400

3,150

5,000

2,780
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項        目 予算額（千円）

 

ｷ)経営基盤の安定化 

・下関漁港振興対策資金融資 

・遠洋漁業振興対策資金融資 

・水産加工業振興対策資金融資 

 

ｸ)生産振興対策の推進 

・需要に対応できる地域水田農業再構築推進事業 

・農作物鳥獣被害防止対策事業 

イノシシ電気防護柵・フェンス設置 

・有害鳥獣捕獲業務 

シカ防護柵、イノシシ捕獲柵・檻整備等 

新   ・有害獣肉有効活用推進業務 

捕獲したイノシシやシカなどの有害獣肉を有効活用すること 

により、猟友会等の捕獲に対する意欲を高め、農林産物の 

被害を抑止・減少させる方策を検討する。 

・水産物ブランド化推進事業 

日本一の水揚げを誇る「アンコウ」や豊北の「下関北浦 

特牛イカ」等のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化や下関ふくのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化を図る。 

・地産・地消推進事業 

・サポーター店支援 

・ホームページ作成等 PR 手法の拡充 

新     ・「地産地消フェスタ in しものせき」開催 

 

ｹ)安心・安全農林水産物づくりの推進 

・循環型農業の推進 

耕畜連携土づくり推進事業 

・地産・地消対応型園芸産地育成事業 

花卉、柑橘、梨等生産団体への設備整備費補助 

新   ・少量多品目産地育成事業 

地産地消に対応した基盤整備のため、少量・多品目の野菜等 

を出荷する農業者団体に対し、ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ等の設置費を助成。 

 

 

 

480,210

22,208

10,000

14,213

5,790

29,282

2,000

6,121

5,700

3,725

(3,500)

70,752

30,000
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項        目 予算額（千円）

 

ｺ)魅力ある農山漁村づくりの推進 

・ルーラルフェスタ開催事業 

・農業ふれあい事業 

小学生を対象に農業に対する理解・関心を図るため、農家 

の協力を得て、田植えから稲刈りまでの体験学習を実施 

・農業公園管理運営 

交流体験施設、果樹管理 

・農山漁村活性化プロジェクト支援事業 

六連島地区の花卉栽培等の産業振興と農地荒廃防止や自然 

環境保護のため、農道整備・環境整備事業等を実施 

・グリーンツーリズム･ブルーツーリズム推進事業 

 都市と農山漁村の交流を促進し、農山漁村の持つ様々な 

地域資源を活用した地域の活性化を図る。 

・リーダー育成、情報発信 

・農林漁業体験民宿開設補助 

・拠点地域の地区調査 

・離島漁業対策事業 

離島での漁業再生を目的とし、漁業者自らが集落協定を 

締結して行う漁業再生への取り組みを支援する。 

・くじら文化発信事業 

第二十五利丸係留展示 

下関・長門鯨文化交流事業 

新           くじらフェスティバル in 下関 

 

 

(2)商工業の振興 

ｱ)商店街の活性化 

・商店街競争力強化事業 

・あきんど活性化支援事業 

新           中心市街地活性化計画地域内の支援内容嵩上げ 

新   ・商店街活性化戦略支援事業 

グリーンモール、唐戸、長府商店街 

 

 

2,268

335

15,647

33,634

4,250

3,806

24,952

2,000

3,940

3,000
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項        目 予算額（千円）

 

新   ・小売商業消費拡大支援事業 

商工会議所が 2 年間の時限的な取組として実施する市内 

共通商品券発行事業に対して支援する。 

発行予定額：2 億 2,000 万円（うちﾌﾟﾚﾐｱﾑ額 2,000 万円） 

 

ｲ)企業経営の安定化、体質強化 

・中小企業事業資金融資 

・中小企業協同組合組織強化資金融資 

・中小企業夏場・年末特別融資 

・商店街近代化資金融資 

・中小企業体質強化特別融資 

新   ・中心市街地活性化チャレンジ資金融資 

・海外ビジネス支援資金融資 

・小規模企業サポート資金融資 

・中小企業体質強化特別融資等保証料補給 

新      中心市街地活性化チャレンジ資金融資を対象に追加 

新      体質強化、小規模企業ｻﾎﾟｰﾄ資金融資の補給率嵩上げ 

緊急景気対策として、セーフティネット関連資金の 

新規融資枠を十分に確保したほか、中小企業の負担 

軽減のため、保証料補給額を増額する。 

 

ｳ)企業の誘致 

・企業立地促進奨励金 

・工場立地促進資金融資 

・企業誘致推進業務 

山口県・下関地域外資系企業誘致推進委員会 

新      大規模工業団地調査 

 

ｴ)新産業、新規創業等の支援 

・制度融資 

起業資金融資 

新事業育成資金融資 

 

 

27,400

570,235

5,280

1,536,000

3,043

3,938,996

84,089

15,908

84,581

137,521

302,393

124,823

10,626

46,673

16,171
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項        目 予算額（千円）

 

・展示会見本市等出展助成 

展示見本市等に出展する企業に対し経費の一部を助成 

 (1 社 200 千円を限度) 

・下関ブランド発信事業 

下関が誇る優れた産品を「下関ブランド」として位置付け、 

地域が一体となって情報発信する。 

 

ｵ) 中心市街地活性化総合支援事業(再掲 P15) 

 

ｶ) ＪＲ貨物駅存続検討業務 

新     下関地域鉄道貨物需要予測調査 

新     小口貨物長距離輸送促進（実証実験） 

 

 

(3)就業支援策の強化 

ｱ)就業支援対策 

    ・就職支援アドバイザー配置 

専門知識を持ったｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置し、若者等の地元就職を 

支援するとともに、地場産業振興と若者定住を図る。 

 

ｲ)雇用対策 

新   ・ふるさと雇用再生事業 

新   ・緊急雇用創出事業 

 

ｳ)高齢者の労働力の活用 

・シルバー人材センターの事業に対する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000

4,826

(3,200)

9,400

1,233

100,000

200,000

20,243
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項        目 予算額（千円）

 

ｴ)勤労者金融対策 

・中小企業勤労者小口資金融資 

・離職者緊急対策資金融資 

 

ｵ)労働教育 

新   ・下関市技能競技大会賞賜金 

 

 

(4)貿易の振興 

ｱ)貿易振興対策 

・貿易団体育成 

・貿易拡大推進、輸出入品展示商談会開催 

 

ｲ)航路誘致集貨対策 

・集貨対策航路、コンテナ航路、客船誘致 

東ｱｼﾞｱ経済交流推進機構ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ部会参加 

・国内・海外ポートセミナー、ポートセールス 

海外集貨ｾﾐﾅｰ開催予定：ソウル、蘇州、青島、天津 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,821

(16,821)

(2,000)

250

2,245

2,055

18,586



 

４．観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち（観光振興） 

 

項        目 予算額（千円）

 

(1)観光・レクリエーションの振興 

ｱ)広域的な観光資源、拠点等の整備 

・豊北地区集客施設建設事業 

豊北町和久地区 

新    ・豊田湖畔公園釣り用ボート整備 

新   ・火の山展望施設耐震診断 

新   ・湯町地区観光交流センター(仮称) ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ 

川棚ゆかりの音楽家コルトーにちなんだ音楽祭を開催 

 

ｲ)広域観光ルートの形成等 

・しものせき観光キャンペーン補助 

「ﾊﾟﾅﾏ式運河擬似体験ｸﾙｰｼﾞﾝｸﾞ」 

「歴史体感☆紙芝居」「観光寸劇」など 

・関門広域観光振興 

下関市、北九州市、山口県共同 

新    ・下関・長門・美祢広域観光推進 

施設共通券作成（海響館、金子みすゞ記念館、秋芳洞） 

３市広域ガイドパンフレット作成 

 

ｳ)多彩で魅力ある観光地づくり 

・JR 山陰本線観光列車運行（みすゞ潮彩） 

新下関～仙崎間を２両編成で運行 各種ｲﾍﾞﾝﾄ等 

・ロンドンバス運行事業 

 ロンドン市交通局から借り受けたロンドンバスの運行や 

展示による活用を図る。 

・国際観光対策 

観光ﾏｯﾌﾟ(韓・中) 観光ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(韓・中・台・英) 

観光案内所、観光ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運営 

釜山国際観光展、青島国際観光博覧会参加 

・フィルム・コミッション業務 

BIFCOM2009 出展 

906,000

2,000

6,000

3,000

30,600

4,418

2,000

1,000

6,200

8,116

1,073

 - 30 -
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項        目 予算額（千円）

 

ｴ)レジャー、余暇施設 

・競艇事業 

新      第 23 回女子王座決定戦競走開催 

        （平成 22 年 3 月 2 日～7 日開催 全国場外発売） 

 

 

(2)連携・交流の促進 

ｱ)市内の連携・交流 

      ・情報ネットワークの整備 

       地域情報通信基盤格差対策(再掲 P17) 

       辺地共聴施設デジタル対応化対策(再掲 P17) 

 

新    ・合併振興基金積立 

市民の連帯の強化や、地域の振興に資する事業への活用を 

図るため、新たに合併振興基金を設置する。 

 

 

ｲ)隣接地域との連携・交流 

・こども文化パスポート事業 

夏休みを中心に、他市と共同で文化施設等を活用し、各市の 

歴史・文化・自然に接する機会を増加させ、｢心の豊かさ｣を 

育み｢家族のふれあい｣の増加を図る。 

 

新    ・関門地域大学連携への支援（「大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ関門」） 

北九州・下関の大学が連携した「関門学」など、特色ある 

教養教育の実施ＰＲ 

 

ｳ)その他国内の連携・交流 

・本州四端交流事業 

岩手県宮古市、和歌山県串本町、青森県大間町 

・若い世代の交流事業 

独身男女を対象とした若者の出会いと交流を促進するため 

のイベントを実施 

 

42,673,035

(20,000)

(49,500)

800,000

1,040

300

1,536

2,000



 - 32 -

項        目 予算額（千円）

 

・定住奨励金、出産祝金の支給 

対象：豊田・豊北・離島(蓋井島、六連島)地域 

定住奨励金(10 万円) 出産祝金(20 万円) 

新    ・人口定住促進住宅管理運営（豊北ハイツ） 

 

 

(3)国際交流の促進 

ｱ)国際交流の促進 

・釜山広域市･青島市職員派遣 

・国際交流員招致 

中国(青島市)より国際交流員受入 

・青少年の海外派遣 

青年(中国)、小中学生(韓国・中国・米国) 

新   ・下関市・青島市友好都市締結３０周年記念事業 

新   ・下関市・青島市親善ヨット競技大会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000

908

5,247

5,465

6,911

7,000

4,200



 

５．誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち(保健・医療・福祉) 

 

項        目 予算額（千円）

 

(1)保健・医療の充実 

ｱ)健康づくりの促進 

・健康づくり推進 

       健康づくり計画「ふくふく健康 21」推進 

推進ｲﾍﾞﾝﾄ開催、情報誌発行、ｸﾞﾙｰﾌﾟ育成等 

       食育計画「下関ぶちうま食育プラン」推進 

推進会議開催、食育こどもｻﾐｯﾄ開催、食育ｶﾙﾀ大会開催等 

・母子保健業務 

新      １か月児健康診査の公費負担の実施 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

        生後 4 か月までの乳児のいる家庭の全戸訪問を実施し、 

育児に関する助言や情報提供を行う。 

新      妊婦健康診査臨時特例事業 

        平成 21 年度から 2 年間に限り、妊婦健康診査の公費負担 

        回数を 5 回から 14 回へ拡充 

・健康増進業務 

各種健康診査、健康相談、健康教育等 

肝炎ｳｲﾙｽ検診（特別対策）～自己負担免除 

 

新    ・新型インフルエンザ対策 

医師会等関係者による対策会議を設置し、特に市内で発生 

した場合に小規模な流行で封じ込めが行える体制を整える。 

・緊急肝炎ウイルス検査事業 

肝炎患者の早期発見を目的として、検査未受診者の解消を 

図るため、無料の肝炎検査事業を実施 

・麻しん(はしか)排除計画実施 

平成 20 年度から 5 年間に限り、中学 1 年生及び高校 3 年 

生相当の年齢の者に対し、麻しん風しんﾜｸﾁﾝを接種 

 

 

 

17,608

(931)

(1,603)

320,316

(12,193)

(3,321)

(117,498)

149,384

300

2,049

50,604
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項        目 予算額（千円）

 

・後期高齢者医療制度業務 

後期高齢者医療制度に係る業務 

◇業務の分担 ～ 広域連合：保険料賦課・給付 

 市区町村：保険料徴収・窓口 

 

ｲ)地域医療体制の充実 

・医療パートナーシップ支援センター運営ほか 

新   ・看護師離職対策 

     協議会を設置し、看護師の離職対策を検討するとともに、 

月 1 回ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実施する。 

・休日等、夜間急病対策 

       医療器械の充実 

自動 CRP 測定装置 

新      ＡＥＤの整備 

公立の幼稚園、保育園に AED を整備 

新   ・周産期・小児医療対策 

     周産期・小児医療に対する啓発を図るためｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを作成 

新   ・高度医療器械の充実(豊浦病院) 

     16 列ﾏﾙﾁｽﾗｲｽ CT 装置 

 

 

(2)国民健康保険事業の充実 

ｱ)国民健康保険の適正な運営 

区 分 医療給付費分 後期高齢者

支援金分 

介護納付金分 

所  得  割 8.9% 2.4% 2.5% 

被保険者均等割 22,200 円 6,000 円 6,700 円 

保 

険 

料 世 帯 平 等 割 23,400 円 6,300 円 5,200 円 

賦 課 限 度 額 47 万円 12 万円 10 万円 

 

 

 

 

 

3,085,676

(一般会計 )

3,944,621

(特別会計 )

5,400

238

141,404

(1,000)

(1,610)

865

70,000
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項        目 予算額（千円）

 

・保健サービスの充実 

はり、きゅう施術補助 

外来人間ドック補助 

歯科健康診断補助 

運動指導事業 

 

・特定健康診査・特定保健指導 

医療費適正化のため、生活習慣病の予防に資する健診・ 

保健指導を実施   自己負担：1,800 円（40 歳～64 歳） 

               1,400 円（65 歳～74 歳） 

 

 

(3)地域福祉の充実 

ｱ)地域福祉の推進 

・地域福祉計画推進 

・地域福祉推進業務 

地域福祉推進大会、地域福祉推進事業等補助 

・婦人相談業務 

新   ・災害時要援護者支援業務 

災害発生時の支援体制の構築 

 

 

(4)高齢者福祉の充実 

ｱ)高齢者福祉サービスの充実 

・高齢者措置業務 

養護老人ホーム入所措置 

・ひとり暮らし高齢者対策業務 

軽費老人ホーム助成 

緊急通報体制整備 

生活支援ハウス運営 

・高齢者サービス調整業務 

 

 

 

123,363

(44,560)

(53,177)

(1,200)

(2,962)

203,215

123

5,356

2,386

1,800

228,620

476,691

(411,781)

(46,536)

(13,086)

1,061
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項        目 予算額（千円）

 

・在宅福祉サービスの充実 

離島居住者等渡船運賃助成(介護サービス) 

・高齢者福祉施設の整備充実 

新     特別養護老人ホームユニット化改修補助 

新     小規模福祉施設スプリンクラー整備補助 

新   ・老人休養施設整備事業 

休館中の満珠荘を日帰り利用と宿泊利用の調和を図った 

施設として整備する。（基本･実施設計、耐震補強設計） 

 

ｲ)生涯現役社会づくりの推進 

・生きがい対策等業務 

老人クラブ活動費助成 

敬老祝金給付 

敬老の祝典等開催 

高齢者バス等利用助成「いきいきシルバー100」 

高齢者銭湯利用助成 

 

ｳ)疾病予防、介護予防の推進 

・地域支援事業 

高齢者が要介護状態等となることを予防し、地域において 

自立した日常生活を営むことができるよう支援する事業 

介護予防事業(主な事業) 

特定高齢者把握 

介護予防支援通所 

高齢者健康づくり 

介護予防普及啓発 

介護予防一般高齢者施策評価 

包括的支援事業・任意事業(主な事業) 

地域包括支援センター 

在宅介護支援センター運営 

配食サービス 

介護予防事業等適正化 

認知症高齢者支援 

 

292

40,000

26,442

22,700

153,611

(13,192)

(61,020)

(25,573)

(37,029)

(11,397)

529,025

(240,672)

(288,353)
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項        目 予算額（千円）

 

(5)障害者福祉の充実 

ｱ)障害者福祉サービスの充実 

・自立支援給付等業務 

施設支援 

介護給付 

自立支援医療 

訓練等給付 

補装具費支給 

・地域生活支援業務(主な事業) 

重度心身障害者医療費助成 

新     重度心身障害者医療費助成臨時特例事業 

県の制度改正により、医療費の自己負担部分に一部負担 

金が導入されたことに伴い、これを市単独で全額助成す 

るもの。（1 年間限りの経過措置） 

福祉タクシー助成 

特別障害者手当等給付 

障害者デイサービス 

日常生活用具給付 

・障害者支援施設の整備充実 

新     社会福祉施設整備補助（グループホーム） 

ｲ)障害者の社会参加の促進 

・障害者スポーツセンター運営 

・身体障害者福祉センター運営 

 

(6)児童福祉の充実 

市立保育所運営業務 25 園  1,775 人 

私立保育所運営業務 33 園  3,506 人 

 

ｱ)家庭への子育て支援 

・放課後児童健全育成業務 

児童クラブサービスの拡充 

新     清末児童クラブ専用保育室整備 

新     児童クラブ環境整備費補助 

 

3,189,204

(1,334,114)

(1,042,383)

(374,907)

(351,900)

(85,900)

 1,952,797

(1,369,409)

(70,000)

(83,830)

(70,964)

(62,600)

(58,400)

19,688

28,349

21,332

244,056

(28,000)

(7,000)
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項        目 予算額（千円）

 

・保育所機能強化推進業務 

地域子育て支援センター 

おのこり保育事業 

ホリデイ保育事業 

一時保育事業 

・児童環境づくり推進業務 

For Kids プラン啓発事業 

ちゃいるどﾌｪｽﾀ、元気ﾌｧﾐﾘｰﾌｪｽﾀ 開催 

新     次世代育成支援行動計画（後期計画）策定 

ブックスタート事業 

ファミリーサポートセンター事業 

つどいの広場運営 

 

ｲ)地域社会での子育て支援 

・私立保育所援護対策業務 

延長保育促進 

一時保育サービス事業 

ホリデイ保育サービス事業 

特定保育事業 

・児童健全育成対策業務 

子育て支援短期利用 

乳幼児健康支援一時預かり 

新     病児・病後児保育施設整備費補助 

児童手当給付 

・乳幼児、妊産婦保健医療対策業務 

乳幼児医療費助成 

単市制度 3 歳未満所得制限無し 

新     乳幼児医療費助成臨時特例事業 

県の制度改正により、医療費の自己負担部分に一部負担 

金が導入されたことに伴い、これを市単独で全額助成す 

るもの。（1 年間限りの経過措置） 

助産施設入所措置 

 

 

96,952

(66,889)

(13,069)

(2,024)

(8,370)

26,148

(4,651)

(2,600)

(4,345)

(4,965)

(5,788)

242,753

(137,700)

(12,118)

(2,898)

(8,604)

2,050,768

(4,648)

(26,853)

(60)

(2,018,335)

444,316

(411,591)

(28,000)

(4,725)



 - 39 -

項        目 予算額（千円）

 

・児童環境づくりの推進 

児童館管理運営 

ゆたか児童館、ひかり童夢、宇賀児童館、ひこまる 

・こども発達センター管理運営 

・家庭児童相談室運営 

・児童虐待防止対策 

要保護児童対策地域協議会 

新   ・子育て応援職場づくり推進事業 

子育てを積極的に支援する市内企業の取組事例等の情報 

発信を通じて、働きながら子育てしやすい環境づくりや 

子育てを応援する職場意識の醸成を図る。 

  

(7)母子・父子福祉の充実 

ｱ)自立・援助対策の充実 

・児童扶養手当支給 

・母子及び父子家庭医療費助成 

新     母子及び父子家庭医療費助成臨時特例事業 

県の制度改正により、医療費の自己負担部分に一部負担 

金が導入されたことに伴い、これを市単独で全額助成す 

るもの。（1 年間限りの経過措置） 

・母子自立支援給付金事業の充実 

新     ひとり親家庭等自立促進計画策定 

自立支援教育訓練給付 

高等技能訓練促進給付 

・母子寡婦福祉資金貸付事業 

修学資金、技能習得資金、生活資金、就学支度資金等 

・母子生活支援施設管理運営 

親和寮 

(8)低所得者福祉の充実 

ｱ)自立・援助対策の充実 

・生活保護制度の適正な運営 

・民生児童委員活動援護業務 

・中国残留邦人等生活支援 

 

31,746

31,052

4,527

1,115

1,000

1,480,000

214,641

(22,000)

23,419

(1,736)

(360)

(15,994)

76,855

9,612

8,085,769

76,940

13,052
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項        目 予算額（千円）

 

(9)介護保険事業の充実 

ｱ)介護保険の適正な運営 

介護保険料 

第１段階
市民税非課税世帯で生活保
護又は老齢福祉年金受給者

基準額×0.50
市民税非課税世帯で生活保
護又は老齢福祉年金受給者

基準額×0.50

第２段階
市民税非課税世帯で課税年
金収入金額＋合計所得金額
が80万円以下の者等

基準額×0.50
市民税非課税世帯で課税年
金収入金額＋合計所得金額
が80万円以下の者等

基準額×0.50

第３段階
第２段階に含まれない市民
税非課税世帯の者等

基準額×0.75
第２段階に含まれない市民
税非課税世帯の者等

基準額×0.75

特例
4段階

第４段階の内課税年金収入
金額＋合計所得金額が80万
円以下の者等

基準額×0.90

市民税課税世帯で本人が市
民税非課税者等

基準額×1.00

第５段階
市民税課税者で合計所得金
額が125万円以下の者等

基準額×1.10
市民税課税者で合計所得金
額が125万円以下の者等

基準額×1.10

第６段階
市民税課税者で合計所得金
額が125万円超200万円未満
の者等

基準額×1.25
市民税課税者で合計所得金
額が125万円超200万円未満
の者等

基準額×1.25

第７段階
市民税課税者で合計所得金
額が200万円以上400万円未
満の者等

基準額×1.50
市民税課税者で合計所得金
額が200万円以上400万円未
満の者等

基準額×1.50

第８段階
市民税課税者で合計所得金
額が400万円以上700万円未
満の者等

基準額×1.75
市民税課税者で合計所得金
額が400万円以上700万円未
満の者等

基準額×1.75

第９段階
市民税課税者で合計所得金
額が700万円以上1000万円
未満の者等

基準額×2.00
市民税課税者で合計所得金
額が700万円以上1000万円
未満の者等

基準額×2.00

第10段階
市民税課税者で合計所得金
額が1000万円以上の者

基準額×2.25
市民税課税者で合計所得金
額が1000万円以上の者

基準額×2.25

　　　　　　　　　　57円　1.36%の増
　　　　　　※増額分は国の特例交付金を充当
　　　　　　※保険料徴収金額は4,200円

基準額×1.00

第４段階

第１段階

第２段階

第３段階

第Ⅲ期（H18～H20） 第Ⅳ期（H21～H23)

基準額　4,200円 基準額　4,257円

第５段階

第Ⅲ期 第Ⅳ期

第10段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

第４段階
市民税課税世帯で本人が市
民税非課税者等

 

 

ｲ)介護サービス事業勘定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21,728,576

(P36 地域支援事業  

529,025 千円を含む)

69,565



 

６．地域の特色を活かしたまなびのまち（教育・文化） 

 

項        目 予算額（千円）

 

 (1)生涯学習の推進 

ｱ)図書館の充実 

・子どもの読書活動推進用図書整備 

 

ｲ)生涯学習支援体制の充実 

・下関みらい塾事業 

       各界の第一線で活躍する著名人による講演等を実施 

主な対象：市内小･中学生及びその保護者 

新   ・社会教育複合施設管理運営業務 

 

 

(2)学校教育の充実 

ｱ)教育環境の整備・充実 

・小学校施設整備 

耐震補強事業 

・中学校施設整備 

川中中学校建設事業 

       平成 20～21 年度 総事業費 38 億 5,300 万円 校舎、 

屋内運動場、柔剣道場、水泳プール、外構整備等 

耐震補強事業 

新      豊北中学校プール建設基礎調査 

・遊具器具等安全点検(小中学校、幼稚園) 

・小･中学校コンピュータ整備 

       IT(情報技術)推進事業(校内ＬＡＮ) 

・ＩＴ活用安全・安心対策システム構築事業 

IT(IC ﾀｸﾞ)の活用による取組みを検証し、児童の安全・安心 

を確保することを目的として実施 

・教職員研修推進 

 各種研修会の拡充と研修体系の見直しによって教職員の 

資質能力を高め、教育力の向上を図る。 

 

3,000

3,000

415,267

279,929

2,569,197

(2,414,200)

3,284

155,816

11,000

4,452
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項        目 予算額（千円）

 

新   ・学力向上推進事業 

各小中学校の指導力向上を支援し、児童生徒の確かな学力 

の定着を図る。 

・教育相談スーパーバイザー設置 

臨床心理士１名を委嘱し、不登校やいじめ等の様々な問題行 

動に対して、学校や児童生徒及び保護者へ適切な助言を行う。 

・やまぐち学校教育支援員活用促進事業(少人数分) 

生徒指導上の諸課題への対応と、高校につながる確かな学 

力形成のため、中学校 2～3 年の学級を 35 人学級化するた 

め非常勤講師を配置する。 

    ・やまぐち学校教育支援員活用促進事業(特別支援分) 

小学校全学年で特別な支援が必要な学級へ補助教員を配置 

する。(学級運営の安定化) 

・特別支援教育支援員配置 

各学校に支援員を配置し、肢体不自由等の障害のある児童 

生徒の介助や個別の指導が必要な児童生徒への学習指導、 

生徒指導を実施する。 

新       特別支援教育支援員の増員 

・遠距離通学費補助(小中学校) 

新   ・学校安全推進事業 

ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰの委嘱、学校安全指導員の配置 

新   ・スクールバス購入(豊北) 

新   ・下関商業高等学校講堂改築基礎調査 

・公立大学法人運営業務 

公立大学法人 下関市立大学運営費交付金 

新      新学科設立に伴う施設整備事業 

 

ｲ)特色ある学校づくり 

・こども文化パスポート事業(再掲 P31) 

・放課後子ども教室推進事業 

安全・安心な子どもの活動拠点(居場所)を設け、地域住民 

の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との 

交流活動等を推進 

 

7,000

1,494

76,415

15,905

74,400

14,300

3,768

252,469

(181,867)

(70,000)

(1,040)

10,087
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項        目 予算額（千円）

 

ｳ)私学の振興 

・私立中学校、高等学校運営費補助 

・私立幼稚園運営、障害児教育補助 

・私立専修学校、各種学校振興補助 

 

(3)文化・スポーツの振興 

ｱ)スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実 

・体育施設整備事業 

豊田湖特設ボート競技場(仮称)整備、菊川プール施設改築 

彦島庭球場人工芝張替改修、小月武道館改修、 

夢ヶ丘プール防球ネット設置ほか 

・下関海響マラソン 2009 開催 

美しい海峡を持つ観光都市下関を全国にアピールし、市の 

活性化を図る。(平成 21 年 11 月 8 日開催予定) 

・山口国体推進業務 

第 66 回(平成 23 年)国民体育大会山口県大会開催準備 

【実施競技】ｻｯｶｰ、ﾎﾞｰﾄ、ｳｴｲﾄﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ、相撲、馬術、 

ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ、剣道、なぎなた、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ 

・つのしま夕やけマラソン 

・全国大会等開催補助 

 

ｲ)芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実 

・市芸術祭業務 

・文化事業推進業務 

朝鮮通信使関連事業 

新      エンジン 01 2010 下関会議開催 

・郷土出身者顕彰業務 

新      田中絹代生誕 100 周年記念事業 

・近代先人顕彰施設建設事業(市役所第一別館保存整備) 

田中絹代をはじめ下関ゆかりの文学・芸能関連の先人を顕彰 

平成 22 年春開館（予定） 総事業費 5 億 9,000 万円 

新   ・市民会館劣化調査 

 

 

43,097

(25,750)

(15,890)

(1,457)

237,293

29,300

41,325

2,700

3,215

3,676

26,088

 (8,311)

(3,438)

4,148

(3,800)

429,448

6,000
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項        目 予算額（千円）

 

・美術館(展覧会開催業務) 

「アフリカの仮面と美術」 

「元永定正＋中辻悦子 絵本原画展」 

「ピカソの版画展」 

・博物館整備事業 

基本設計、用地取得等 

新   ・東行記念館管理運営業務 

東行記念館資料の展示･保管 

 

ｳ)文化財の保護 

・旧下関英国領事館保存修理活用事業 

耐震補強を含む保存修理工事を実施 

(第 1 期分 平成 20～22 年度) 

・土井ヶ浜整備資料作成 

・豊北歴史民俗資料館保存修理活用事業 

仮設解体調査の結果を踏まえ、現存部分の保存修理を実施 

し、地域に開かれた活用を図る。(平成 20～22 年度) 

新    ・川棚クスの森保護整備事業 

天然記念物「川棚クスの森」の指定地拡大及び今後の基本 

計画策定 

新   ・世界遺産登録準備業務 

｢九州･山口の近代化産業遺産群｣の世界遺産登録へ向け、 

６県１１市で組織した協議会で必要な調査･検討を行う。 

 

 

(4)国際化への対応 

ｱ)国際化の推進 

・青少年の海外派遣(再掲 P32) 

・留学生住居費助成 

 

 

 

 

 

34,701

404,250

27,775

133,600

2,000

217,800

8,000

2,836

(6,911)

3,240



 

７．市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち(協働のまちづくり) 

 

項        目 予算額（千円）

 

(1)開かれた行政への取組 

ｱ)行政情報化の推進 

・インターネットシティ整備事業 

公共施設予約システムほか 

みらいカード運営 

新   ・ホームページトップ画面改修 

新   ・証明書自動交付機システム改修 

印鑑登録証明の交付機能を追加 

 

ｲ)広報広聴活動の充実 

・情報誌「０８３－うみ・やま・たいよう－」発行 

新   ・タウンミーティング実施 

 市長と市民の対話により、より市民の声を市政に反映させ、 

相互理解に基づく市政運営を行う。（H21 は総合支所管内で実施） 

 

 

(2)市民活動支援の推進 

ｱ)市民活動の場の確保 

・パートナーシップ推進業務 

市民活動支援補助金 

・コミュニティづくり推進業務 

町民館建設事業費等補助金 

・コミュニティ情報プラザ管理運営業務 

 

ｲ)市民活動組織の育成支援 

・ボランティア・ＮＰＯ等の育成及び活動の支援 

しものせき市民活動センター運営ほか 

 

 

 

 

219,805

(19,712)

3,000

15,350

201

8,430

(7,000)

178,692

(29,000)

5,762

22,478
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項        目 予算額（千円）

 

(3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化 

ｱ)行政機能の充実 

新   ・下関市総合計画後期基本計画策定 

新   ・定住自立圏構想推進 

「定住自立圏形成方針」及び「定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ」の 

策定・公表 

新   ・庁舎整備検討業務 

耐震診断、劣化調査診断、立体駐車場実施設計 

新   ・市税納付電話催告事業 

市税収納率向上対策としてｺｰﾙｾﾝﾀｰを設置し、電話催告に 

より滞納者の減少及び徴収額の増加を目指す。 

新   ・収納対策室の設置 

総合支所管内の市税滞納整理業務を集約し、徴収の効率化と 

       収納率向上を図るため、豊浦総合支所内に出先機関を設置。 

・職員研修業務 

新      監督者研修の充実（指導者研修の実施） 

各職場での挨拶を励行するため、挨拶の指導者を養成 

する。課長職以上を対象に月 1 回実施。 

 

ｲ)行財政の健全化 

・新公会計制度導入 

 

(4)人権教育・啓発活動の充実 

ｱ)人権意識の高揚と社会参加の促進 

・人権教育啓発活動 

市民人権教育講座、人権教育指導者研修会、人権施策推進 

協議会、｢暮らしと人権｣学習講座、地域人権学習講座、 

人権フェスティバル 

 

(5)男女共同参画の推進 

・男女共同参画意識啓発活動 

市民の主体的な企画運営による講演会、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等 

新   ・男女共同参画基本計画策定 

 

8,600

2,186

44,000

6,550

6,000

16,673

3,548

2,895

2,000

1,500



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 47 -

 

平成 21 年度 予算の概要 

 

平成 21 年 6 月 

〒750-8521 下関市南部町１－１ 

下関市財政部財政課 

 

URL http://www2.city.shimonoseki.yamaguchi.jp/ 

E-mail zszaisei@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 
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